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事　　務　　執　　行　　概　　要

　住宅経営室では、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住宅を供給することにより、府民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与し、これらの住宅への入居事務・維持管理等の業務を行った。

予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、府営住宅事業特別会計919億3,242万1,962円であり、その内容は次のとおりである。

府営住宅事業特別会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	負担金
	円

1,107,000　
	％

0.0　
　
	・東日本大震災被災者支援事業負担

　金

	使用料
	32,424,753,325　
	　　　35.3　
	・府営住宅使用料

	国庫補助金
	13,159,895,400　
	　　　14.3　
	・府営住宅費補助金

	財産運用収入
	271,807,621　
	　　　0.3　
	・不動産貸付収入　等

	財産売払収入
	2,762,491,322　
	3.0　
	・不動産売払収入

	他会計繰入金
	7,432,002,000　
	8.1　
	・公債管理特別会計繰入金

	基金繰入金
	4,636,392,545　
	5.0　
	・府営住宅整備基金繰入金

	繰越金
	8,371,654,675　
	9.1　
	・前年度繰越金

	雑入
	2,843,318,074　
	3.1　
	・府債償還負担金　等

	府債
	20,029,000,000　
	21.8　
	・府営住宅債、借換債

	合計
	91,932,421,962　
	100.0　
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　 当該年度の歳出額は、府営住宅事業会計881億1,198万1,471円であり、その内容は次のとおりである。

府営住宅事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	府営住宅費
	円

88,111,981,471 　
	％

100.0　
	・府営住宅事業に必要な経費

	合　　　　計
	88,111,981,471
	100.0　
	


（１）管理調整グループ（経営管理課）
１．連絡調整業務
　　室内業務を円滑に推進するため、室内各グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適正な

執行に努めた。
２．人事管理
　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂行するとともに、職場

の明朗化並びに事務処理効率の向上に努めた。
３．職員の衛生管理
　　常に職場環境の整備改善を図り、室員の健康保持と疫病予防に努めた。
　　なお、当該年度における状況は、次のとおりである。
· 疫病等による長期休業者の状況（１ヶ月以上）　２名

４．室内の予算に関すること
　　府営住宅の建設・管理に係る予算措置及び執行等について関係課等との各種調整・協議を行った。
歳出決算額の推移
（単位：千円）
	年
度
	目　　名
	最終予算額
（現年＋前年繰越）
	決算額
	左記財源内訳

	
	
	
	
	特　　定　　財　　源
	一般財源

	
	
	
	
	国　費
	起　債
	その他
	

	R2
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	26,600,854
	23,476,941
	11,288,198
	7,985,000
	4,203,743
	0

	
	
	府営住宅管理費

（特定公共賃貸住宅管理費を含む）
	17,686,098
	16,408,385
	2,233,015
	234,000
	13,941,370
	0

	
	合　　計
	44,286,952
	39,885,326
	13,521,213
	8,219,000
	18,145,113
	0
	

	R3
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	30,305,674
	29,063,267
	14,111,581
	10,337,000
	4,614,686
	0

	
	
	府営住宅管理費
	18,794,008
	17,366,314
	2,678,420
	849,000
	13,838,894
	0

	
	合　　計
	49,099,682
	46,429,581
	16,790,001
	11,186,000
	18,453,580
	0

	R4
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	20,801,076
	19,517,816
	9,520,700
	4,895,000
	5,102,116
	0

	
	
	府営住宅管理費
	18,316,170
	17,016,765
	2,637,172
	1,126,000
	13,253,593
	0

	
	合　　計
	39,117,246
	36,534,580
	12,157,872
	6,021,000
	18,355,708
	0


　

５．国との協議調整
　　社会資本整備総合交付金の予算の要望並びに執行に関して、国と協議調整を行った。

【根拠法令等】公営住宅法、地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に

関する特別措置法
６．国庫補助金等関係事務に関すること
　　府営住宅の建設および改善に伴う国庫補助金並びに社会資本整備総合交付金及び地域居住機能再生推進事業補助金の交付申請及び受入・繰越事務を行った。
	年度
	補助事業名
	交付決定額

及び
繰越確定額
	受入額
	翌年度へ

繰越額

	R2
	社会資本整備総合交付金
	9,854,512千円
	6,805,068千円
	3,049,444千円

	
	地域居住機能再生推進事業
	11,302,741千円
	7,686,359千円
	3,616,382千円


	
	合　計
	21,157,253千円
	14,491,427千円
	6,665,826千円

	R3
	社会資本整備総合交付金
	8,266,332千円
	6,887,493千円
	1,378,839千円

	
	地域居住機能再生推進事業
	14,221,119千円
	10,902,179千円
	3,318,940千円

	
	合　計
	22,487,451千円
	17,789,672千円
	4,697,779千円

	R4
	社会資本整備総合交付金
	8,009,644千円
	6,042,610千円
	1,967,034千円

	
	地域居住機能再生推進事業
	8,026,154千円
	7,091,973千円
	934,181千円

	
	合　計
	16,035,798千円
	13,134,583千円
	2,901,215千円


【根拠法令等】公営住宅法、地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に

関する特別措置法

７．府営住宅整備基金に関すること
　　府営住宅の用地の取得及び既存の府営住宅の整備のため、不動産売払代金及び運用利息の積立等を行った。

	
	令和２年度末
	令和３年度末
	令和４年度末

	基　金　残　高
	15,516,599千円
	14,275,496千円
	15,334,223千円


【根拠法令等：大阪府基金条例】
(２)計画グループ（経営管理課）

　府営住宅施策の企画、立案を行うとともに、施策推進に関する関係機関等との各種調整、協議等を行った。
1． 大阪府営住宅ストック総合活用計画に関すること

府営住宅における今後10年間の活用方針を示した「大阪府営住宅ストック総合活用計画（令和３年12月改定）」に目標として掲げた耐震化率（令和12年度末までに概ね完了）の進捗について、令和４年３月31日時点の耐震性能を府ホームページ上で公表した。
2． 府営住宅資産を活用したまちづくりに関すること

府営住宅資産を活用したまちづくりを推進するため、次のとおり協議等を進めた。
[市町への府営住宅の移管]

大阪市、大東市、門真市、池田市と今後の移管予定団地の進め方について協議を行い、大阪市と平成27年1月に締結した協定をもとに、令和５年４月の１団地の移管に向け必要な手続きを行った。また、その他の市町と移管について協議等を進めた。
［府営住宅の空室活用］

活用を希望する団体や地元市町等と協議等を行い、府営住宅の空室を小規模保育所等の子育て支援や、高齢者の見守りや交流等の高齢者支援のほか、障がい者支援や若者の就業支援、移住・定住促進支援等の用途に活用した。また、令和４年12月に空室活用の許可判断基準を改定し、府ホームページ上で公表した。

3． 建設事業評価に関すること

府営住宅建替事業の効率性及びその実施過程の透明性の向上を目的とし、事業の各段階で評価

の実施状況について、府ホームページ上で公表した。

　事後評価　　５団地

　　　【根拠規定：大阪府建設事業評価実施要綱】

4． 公共住宅事業者等連絡協議会に関すること（執行済額：900,000円）

公共住宅整備の多様化、高度化等に対応し、技術的業務に関する情報の連絡調整等を効果的に実施することにより、公共住宅整備事業の円滑な推進に資することを目的として活動した。
【根拠規定：公共住宅事業者等連絡協議会規約】

(３)推進グループ（経営管理課）
１．府営住宅の管理状況
公営住宅法に基づく「公営住宅」、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づく「特定公共賃貸住宅」、「地域特別賃貸住宅」の管理戸数は次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公営住宅
（府営住宅の種類）　　　　　 特定公共賃貸住宅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域特別賃貸住宅
指定管理者センター別管理戸数（令和5年3月31日現在）

	管理

センター
	公　営　住　宅
	特公賃・地域特賃
	合  計

	
	木造
	簡耐
	中耐
	高層
	小計
	中耐
	高層
	小計
	

	千里
	0
	0
	7,011
	7,617
	14,628
	75
	212
	287
	14,915

	高槻
	0
	0
	8,430
	3,278
	11,708
	145
	0
	145
	11,853

	枚方
	0
	0
	5,916
	3,456
	9,372
	100
	54
	154
	9,526

	村野
	0
	0
	1,100
	0
	1,100
	0
	0
	0
	1,100

	大東朋来
	0
	0
	706
	749
	1,455
	0
	0
	0
	1,455

	寝屋川
	0
	16
	5,035
	2,996
	8,047
	41
	29
	70
	8,117

	布施
	0
	4
	1,513
	4,017
	5,534
	0
	0
	0
	5,534

	藤井寺
	0
	0
	7,046
	8,370
	15,416
	168
	717
	885
	16,301

	堺東
	0
	0
	8,486
	8,254
	16,740
	32
	56
	88
	16,828

	泉北
	0
	0
	9,254
	5,053
	14,307
	0
	0
	0
	14,307

	泉佐野
	0
	0
	10,116
	5,555
	15,671
	138
	50
	188
	15,859

	計
	0
	20
	64,613
	49,345
	113,978
	699
	1,118
	1,817
	115,795


２．大阪府営住宅の管理運営業務協定の締結
大阪府営住宅の管理運営を図るため、指定管理者に管理運営業務を委託した。

	地区
	指定管理者名

	北摂①地区

豊中市内、池田市内、箕面市内、吹田市内の
大阪府営住宅（東三国２丁目住宅を含む）


	㈱東急コミュニティー

	北摂②地区

高槻市内、茨木市内、摂津市内、島本町内の

大阪府営住宅


	㈱東急コミュニティー

	泉州南部地区

岸和田市内、貝塚市内、泉佐野市内、泉南市内、阪南市内、熊取町内、田尻町内、岬町内の大阪府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	堺市①、泉州北部地区

堺市（南区を除く）内、泉大津市、和泉市、高石市、忠岡町の大阪府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	堺市②地区

堺市南区（泉北ニュータウン）内の大阪府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	大阪市、中・南河内地区

大阪市内、八尾市内、松原市内、柏原市内、
羽曳野市内、藤井寺市内、富田林市内、河内長野市内、大阪狭山市内の大阪府営住宅（東三国２丁目住宅除く）
	日本管財㈱

	守口市・寝屋川市・門真市地区

守口市内、寝屋川市内、門真市内の大阪府営住宅
	日本管財㈱

	枚方市・大東市・四條畷市・交野市地区

(大東朋来地区及び村野地区除く)

枚方市内、大東市内、四條畷市内、交野市内の
大阪府営住宅（大東朋来地区及び村野地区除く）
	近鉄住宅管理㈱

	東大阪市地区

東大阪市内の大阪府営住宅
	近鉄住宅管理㈱

	大東朋来地区

大東朋来団地及びペア大東朋来団地の大阪府営住宅
	日本管財㈱

	村野地区

村野団地の大阪府営住宅
	日本管財㈱


執行済額　金7,760,575,440円【根拠法令等：公営住宅法、大阪府営住宅条例、地方自治法】

３．家賃決定
（１）新たに経営開始した公営住宅の令和４年度に適用する家賃を決定した。
　　　　　

決定戸数：1,001戸（４団地）
	区　　　分
	近傍同種の住宅の家賃
	本来入居者の家賃（第１分位）

	最　　　高
	137,100円
	42,300円

	最　　　低
	62,000円
	17,300円


　　　　　　　※建替事業に係る負担調整措置を講じる前の家賃
　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）公営住宅の令和５年度に適用する家賃（令和５年４月１日時点）を決定した。
　　　　

決定戸数：114,002戸（303団地）　　　　
	区　　　分
	近傍同種の住宅の家賃
	本来入居者の家賃（第１分位）

	最　　　高
	187,700円
	42,100円

	最　　　低
	16,400円
	8,600円


※建替事業に係る負担調整措置を講じる前の家賃
【根拠法令等：公営住宅法・同施行令・大阪府営住宅条例・同施行規則】
４．共益費決定
（1） 府営住宅（借上公営住宅を除く）の令和5年度に適用する共益費を決定した。
　　　　　

決定戸数：102,546 戸（291団地）
	
	共　益　費

	最　　高
	3,350円

	最　　低
	   60円

	平　　均
	  832円


（２）借上公営住宅の令和5年度に適用する共益費を決定した。　
　　　　　

決定戸数：    80戸（東三国2丁目住宅）　　　　　
	
	共　益　費

	最　　高
	4,600円

	最　　低
	4,600円

	平　　均
	4,600円


　　　　　　　　【根拠法令等：大阪府営住宅条例・同施行規則】
５．グループホーム事業の推進
　　身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者・認知症高齢者グループホーム事業を推進するため、公営住宅の使用を許可した。
６．府営住宅の活用による住まいの支援

　　新型コロナウイルス感染症拡大の影響による解雇や雇い止めなどにより、住宅の退去を余儀なくされる方を対象に、当座の住居を確保できるよう、府営住宅を一時提供した。
　　【令和４年度新規提供実績】
　　　一時提供戸数　　３戸
７．募集入居事務（執行済額24,812,574円）
（１）公営住宅の新築及びあき家の入居者募集を次のとおり行った。　　
1． 総合募集　
（募集期間）
第１回　令和4年　 4月  1日　～　令和4年　 4月 15日
第２回　令和4年   6月  1日　～　令和4年   6月 15日
第３回　令和4年   8月  1日　～　令和4年   8月 15日
第４回　令和4年  10月  3日　～　令和4年  10月 17日
第５回　令和4年  12月  1日　～　令和4年  12月 15日
第６回　令和5年   2月  1日　～　令和5年   2月 15日
	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	一般世帯向け
	289
	1,426
	4.9

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	289
	1,426
	4.9

	
	福祉世帯向け
	425
	3,381
	8.0

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	425
	3,381
	8.0

	
	新婚・子育て世帯向け
	303
	346
	1.1

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	303
	346
	1.1

	
	期限付入居住宅
	8
	6
	0.8

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	6
	0.8

	
	親子近居
	8
	0
	0.0

	
	シルバーハウジング
	7
	73
	10.4

	
	車いす常用者世帯向け
	18
	40
	2.2

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	18
	40
	2.2

	
	合　　　計
	1,058
	5,272
	5.0

	第２回
	一般世帯向け
	231
	1,365
	5.9

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	231
	1,365
	5.9

	
	福祉世帯向け
	397
	3,484
	8.8

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	397
	3,484
	8.8

	
	新婚・子育て世帯向け
	265
	258
	1.0

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	265
	258
	1.0

	
	期限付入居住宅
	8
	20
	2.5

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	20
	2.5

	
	親子近居
	7
	1
	0.1

	
	シルバーハウジング
	11
	166
	15.1

	
	車いす常用者世帯向け
	20
	44
	2.2

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	20
	44
	2.2

	
	合　　　計
	939
	5,338
	5.7


	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第３回
	一般世帯向け
	236
	1,282
	5.4

	
	　
　
	新　築
	4
	4
	1.0

	
	
	あき家
	232
	1,278
	5.5

	
	福祉世帯向け
	353
	3,140
	8.9

	
	　
　
	新　築
	5
	13
	2.6

	
	
	あき家
	348
	3,127
	9.0

	
	新婚・子育て世帯向け
	253
	209
	0.8

	
	　
　
	新　築
	3
	3
	1.0

	
	
	あき家
	250
	206
	0.8

	
	期限付入居住宅
	8
	8
	1.0

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	8
	1.0

	
	親子近居
	8
	2
	0.3

	
	シルバーハウジング
	10
	93
	9.3

	
	車いす常用者世帯向け
	18
	45
	2.5

	
	　
　
	新　築
	4
	4
	1.0

	
	
	あき家
	14
	41
	2.9

	
	合　　　計
	886
	4,779
	5.4

	第４回
	一般世帯向け
	207
	1,349
	6.5

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	207
	1,349
	6.5

	
	福祉世帯向け
	310
	2,715
	8.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	310
	2,715
	8.8

	
	新婚・子育て世帯向け
	220
	194
	0.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	220
	194
	0.9

	
	期限付入居住宅
	8
	12
	1.5

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	12
	1.5

	
	親子近居
	8
	3
	0.4


	
	シルバーハウジング
	6
	89
	14.8

	
	車いす常用者世帯向け
	13
	42
	3.2

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	13
	42
	3.2

	
	合　　　計
	772
	4,404
	5.7


	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第５回
	一般世帯向け
	240
	1,178
	4.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	240
	1,178
	4.9

	
	福祉世帯向け
	
	
	

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	375
	2,738
	7.3

	
	新婚・子育て世帯向け
	261
	205
	0.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	261
	205
	0.8

	
	期限付入居住宅
	8
	11
	1.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	11
	1.4

	
	親子近居
	8
	1
	0.1

	
	シルバーハウジング
	11
	127
	11.5

	
	車いす常用者世帯向け
	11
	35
	3.2

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	11
	35
	3.2

	
	合　　　計
	914
	4,295
	4.7

	第６回
	一般世帯向け
	260
	1,206
	4.6

	
	　
　
	新　築
	2
	0
	0.0

	
	
	あき家
	258
	1,206
	4.7

	
	福祉世帯向け
	429
	3,057
	7.1

	
	　
　
	新　築
	1
	0
	0.0

	
	
	あき家
	428
	3,057
	7.1

	
	新婚・子育て世帯向け
	301
	236
	0.8

	
	　
　
	新　築
	2
	0
	0.0

	
	
	あき家
	299
	236
	0.8

	
	期限付入居住宅
	8
	21
	2.6

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	21
	2.6

	
	親子近居
	8
	2
	0.3

	
	シルバーハウジング
	11
	100
	9.1

	
	車いす常用者世帯向け
	19
	49
	2.6

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	19
	49
	2.6

	
	合　　　計
	1,036
	4,671
	4.5


	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	合計
	一般世帯向け
	1,463
	7,806
	5.3

	
	　
　
	新　築
	6
	4
	0.7

	
	
	あき家
	1,457
	7,802
	5.4

	
	福祉世帯向け
	2,289
	18,515
	8.1

	
	　
　
	新　築
	6
	13
	2.2

	
	
	あき家
	2,283
	18,502
	8.1

	
	新婚・子育て世帯向け
	1,603
	1,448
	0.9

	
	　
　
	新　築
	5
	3
	0.6

	
	
	あき家
	1,598
	1,445
	0.9

	
	期限付入居住宅
	48
	78
	1.6

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	48
	78
	1.6

	
	親子近居
	47
	9
	0.2

	
	シルバーハウジング
	56
	648
	11.6

	
	車いす常用者世帯向け
	99
	255
	2.6

	
	　
　
	新　築
	4
	4
	1.0

	
	
	あき家
	95
	251
	2.6

	
	合　　　計
	5,605
	28,759
	5.1


イ．随時募集
総合募集を実施後、応募割れした住宅について、府営住宅の有効活用と早期あっせんを促進するため、総合募集とは別に、直接受付けによる随時募集を実施した。
また、募集期間終了後更に応募割れがあった住宅について、通年の随時募集を実施した。
（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅千里管理センター）
　　　　　　　　　　　　　　　（募集期間）　　　　　　　　　　　   （抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 18日　～  5月 25日　　　　令和4年　 5月 30日
第２回　　令和4年   7月 20日　～  7月 27日　　　　令和4年   8月  1日
第３回　　令和4年   9月 21日　～  9月 29日　　　　令和4年  10月  3日
第４回　　令和4年  11月 16日　～ 11月 24日　　　　令和4年  11月 25日
第５回　　令和4年   1月 18日　～  1月 25日　　　　令和5年   1月 27日
第６回　　令和5年   3月 22日　～  3月 29日　　　　令和5年   3月 31日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	40戸
	71件
	1.8 

	第２回
	20戸
	49件
	2.5 

	第３回
	8戸
	14件
	1.8 

	第４回
	12戸
	22件
	1.8 

	第５回
	27戸
	28件
	1.0 

	第６回
	49戸
	112件
	2.3 

	合　計
	156戸
	296件
	1.9 

	通　年
	－
	42件
	－


　　　　　　※通年随時募集は先着順のため、応募者数・応募倍率に含まない。（以下、同じ）

（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅高槻管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 18日　～  5月 25日　　　　令和4年　 5月 30日
第２回　　令和4年   7月 20日　～  7月 27日　　　　令和4年   7月 29日
第３回　　令和4年   9月 21日　～  9月 29日　　　　令和4年   9月 30日
第４回　　令和4年  11月 16日　～ 11月 24日　　　　令和4年  11月 25日
第５回　　令和5年   1月 18日　～  1月 25日　　　　令和5年   1月 27日
第６回　　令和5年   3月 22日　～  3月 29日　　　　令和5年   3月 31日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	30戸
	37件
	1.2 

	第２回
	8戸
	38件
	4.8 

	第３回
	14戸
	64件
	4.6 

	第４回
	16戸
	16件
	1.0 

	第５回
	31戸
	58件
	1.9 

	第６回
	39戸
	62件
	1.6 

	合　計
	138戸
	275件
	2.0 

	通　年
	－
	35件
	－


（近鉄住宅管理株式会社　大阪府営住宅枚方管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 13日　～  5月 20日　　　　令和4年　 5月 30日
第２回　　令和4年   7月 15日　～  7月 22日　　　　令和4年   8月  1日
第３回　　令和4年   9月 16日　～  9月 22日　　　　令和4年   9月 30日
第４回　　令和4年  11月 11日　～ 11月 18日　　　　令和4年  11月 25日
第５回　　令和5年   1月 13日　～  1月 20日　　　　令和5年   1月 27日
第６回　　令和5年   3月 17日　～  3月 24日　　　　令和5年   3月 29日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	15戸
	34件
	2.3 

	第２回
	12戸
	7件
	0.6 

	第３回
	15戸
	39件
	2.6 

	第４回
	22戸
	31件
	1.4 

	第５回
	20戸
	46件
	2.3 

	第６回
	45戸
	32件
	0.7 

	合　計
	129戸
	189件
	1.5 

	通　年
	－
	46件
	－


（日本管財株式会社　大阪府営住宅村野管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 13日　～  5月 20日　　　　令和4年　 5月 24日
第２回　　令和4年   7月 15日　～  7月 22日　　　　令和4年   7月 26日
第３回　　令和4年   9月 16日　～  9月 24日　　　　令和4年   9月 27日
第４回　　令和4年  11月 11日　～ 11月 18日　　　　令和4年  11月 22日
第５回　　令和5年   1月 13日　～  1月 20日　　　　令和5年   1月 24日
第６回　　令和5年   3月 17日　～  3月 24日　　　　令和5年   3月 28日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	4戸
	1件
	0.3 

	第２回
	3戸
	0件
	0.0 

	第３回
	5戸
	0件
	0.0 

	第４回
	2戸
	0件
	0.0 

	第５回
	2戸
	0件
	0.0 

	第６回
	3戸
	0件
	0.0 

	合　計
	19戸
	1件
	0.1 

	通　年
	－
	7件
	－


（日本管財株式会社　大阪府営住宅大東朋来管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 13日　～  5月 20日　　　　令和4年　 5月 24日
第２回　　令和4年   7月 15日　～  7月 22日　　　　令和4年   7月 26日
第３回　　令和4年   9月 16日　～  9月 24日　　　　令和4年   9月 27日
第４回　　令和4年  11月 11日　～ 11月 18日　　　　令和4年  11月 22日
第５回　　令和5年   1月 13日　～  1月 20日　　　　令和5年   1月 24日
第６回　　令和5年   3月 17日　～  3月 24日　　　　令和5年   3月 28日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	3戸
	3件
	1.0 

	第２回
	4戸
	2件
	0.5 

	第３回
	7戸
	6件
	0.9 

	第４回
	6戸
	3件
	0.5 

	第５回
	7戸
	2件
	0.3 

	第６回
	1戸
	0件
	0.0 

	合　計
	28戸
	16件
	0.6 

	通　年
	－
	9件
	－


（日本管財株式会社　大阪府営住宅寝屋川管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 13日　～  5月 20日　　　　令和4年　 5月 24日
第２回　　令和4年   7月 15日　～  7月 22日　　　　令和4年   7月 26日
第３回　　令和4年   9月 16日　～  9月 24日　　　　令和4年   9月 27日
第４回　　令和4年  11月 11日　～ 11月 18日　　　　令和4年  11月 22日
第５回　　令和5年   1月 13日　～  1月 20日　　　　令和5年   1月 24日
第６回　　令和5年   3月 17日　～  3月 24日　　　　令和5年   3月 28日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	39戸
	12件
	0.3 

	第２回
	33戸
	23件
	0.7 

	第３回
	38戸
	19件
	0.5 

	第４回
	40戸
	27件
	0.7 

	第５回
	34戸
	9件
	0.3 

	第６回
	34戸
	10件
	0.3 

	合　計
	218戸
	100件
	0.5 

	通　年
	－
	63件
	－


（近鉄住宅管理株式会社　大阪府営住宅布施管理センター）
（募集期間） 　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 13日　～  5月 20日　　　　令和4年　 5月 31日
第２回　　令和4年   7月 15日　～  7月 22日　　　　令和4年   7月 28日
第３回　　令和4年   9月 16日　～  9月 22日　　　　令和4年   9月 30日
第４回　　令和4年  11月 11日　～ 11月 18日　　　　令和4年  11月 22日
第５回　　令和5年   1月 13日　～  1月 20日　　　　令和5年   1月 27日
第６回　　令和5年   3月 17日　～  3月 24日　　　　令和5年   3月 31日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	4戸
	20件
	5.0 

	第２回
	2戸
	10件
	5.0 

	第３回
	0戸
	0件
	－
---

	第４回
	0戸
	0件
	－

	第５回
	0戸
	0件
	－

	第６回
	0戸
	0件
	－

	合　計
	6戸
	30件
	5.0 

	通  年
	　　－
	0件
	－


（日本管財株式会社　大阪府営住宅藤井寺管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 13日　～  5月 20日　　　　令和4年　 5月 24日
第２回　　令和4年   7月 15日　～  7月 22日　　　　令和4年   7月 26日
第３回　　令和4年   9月 16日　～  9月 24日　　　　令和4年   9月 27日
第４回　　令和4年  11月 11日　～ 11月 18日　　　　令和4年  11月 22日
第５回　　令和5年   1月 13日　～  1月 20日　　　　令和5年   1月 24日
第６回　　令和5年   3月 17日　～  3月 24日　　　　令和5年   3月 28日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	172戸
	37件
	0.2 

	第２回
	84戸
	37件
	0.4 

	第３回
	54戸
	35件
	0.6 

	第４回
	54戸
	40件
	0.7 

	第５回
	54戸
	41件
	0.8 

	第６回
	55戸
	29件
	0.5 

	合　計
	473戸
	219件
	0.5 

	通　年
	－
	159件
	－


（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅堺東管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）
第1回　　令和4年   5月 18日　～  5月 25日　　　　令和4年　 5月 30日
第２回　　令和4年   7月 20日　～  7月 27日　　　　令和4年   8月  1日
第３回　　令和4年   9月 21日　～  9月 29日　　　　令和4年   9月 30日
第４回　　令和4年  11月 16日　～ 11月 24日　　　　令和4年  11月 25日
第５回　　令和5年   1月 18日　～  1月 25日　　　　令和5年   1月 27日
第６回　　令和5年   3月 22日　～  3月 29日　　　　令和5年   3月 31日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	20戸
	26件
	1.3 

	第２回
	27戸
	15件
	0.6 

	第３回
	47戸
	30件
	0.6 

	第４回
	20戸
	12件
	0.6 

	第５回
	42戸
	26件
	0.6 

	第６回
	49戸
	32件
	0.7 

	合　計
	205戸
	141件
	0.7 

	通　年
	－
	65件
	－


（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅泉北管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 18日　～  5月 25日　　　　令和4年　 5月 27日
第２回　　令和4年   7月 20日　～  7月 27日　　　　令和4年   7月 29日
第３回　　令和4年   9月 21日　～  9月 29日　　　　令和4年   9月 30日
第４回　　令和4年  11月 16日　～ 11月 24日　　　　令和4年  11月 25日
第５回　　令和5年   1月 18日　～  1月 25日　　　　令和5年   1月 27日
第６回　　令和5年   3月 22日　～  3月 29日　　　　令和5年   3月 31日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	53戸
	13件
	0.2 

	第２回
	50戸
	10件
	0.2 

	第３回
	50戸
	9件
	0.2 

	第４回
	94戸
	15件
	0.2 

	第５回
	116戸
	12件
	0.1 

	第６回
	90戸
	10件
	0.1 

	合　計
	453戸
	69件
	0.2 

	通　年
	－
	141件
	－


（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅泉佐野管理センター）
　　　　　　　　　　　　　　　     （募集期間）　　　　　　　      （抽選日）　
第1回　　令和4年   5月 18日　～  5月 25日　　　　令和4年　 5月 30日
第２回　　令和4年   7月 20日　～  7月 27日　　　　令和4年   8月  1日
第３回　　令和4年   9月 21日　～  9月 29日　　　　令和4年   9月 30日
第４回　　令和4年  11月 16日　～ 11月 24日　　　　令和4年  11月 28日
第５回　　令和5年   1月 18日　～  1月 25日　　　　令和5年   1月 27日
第６回　　令和5年   3月 22日　～  3月 29日　　　　令和5年   3月 31日
通　年　　令和4年 　4月  1日　～　令和5年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	153戸
	26件
	0.2 

	第２回
	185戸
	22件
	0.1 

	第３回
	185戸
	12件
	0.1 

	第４回
	95戸
	14件
	0.1 

	第５回
	132戸
	37件
	0.3 

	第６回
	172戸
	23件
	0.1 

	合　計
	922戸
	134件
	0.1 

	通　年
	－
	191件
	－


ウ．収入減少者に対する府営住宅のあっせん
（ア）都市再生機構又は大阪府住宅供給公社の賃貸住宅の入居者で、収入の著しい低下等のため当該住宅に引き続き入居することが困難になった者に対して、機構年１回、公社年2回府営住宅のあっせんを実施した。

	区　　分
	申請数
	合格数
	不合格数

	都市再生機構
	第１回
	0件
	0件
	0件

	大阪府住宅供給公社
	第１回
	2件
	2件
	0件

	
	第２回
	 0件
	0件
	0件


（イ）特定公共賃貸住宅の入居者で、収入の著しい低下のため当該住宅に引き続き入居することが困難になった者に対して、公営住宅のあっせんを実施した。
	区　　分
	申請数
	合格数
	不合格数

	特定公共賃貸住宅
	1件
	1件
	0件


エ．特定・優先入居（公営住宅法第22条第1項、同法施行令第5条及び大阪府営住宅条例第6条第4項、同施行規則第7条）
（ア）災害、不良住宅の撤去等の特別の事由がある場合において、特定の者に対して、府営住宅のあっせんを実施した。
	住宅あっせん
受付数
	内　　　　　　　　　　訳

	
	公共
事業
	災害
	引揚者
	不良

住宅
	航空機

公害
	その他

	
	54件
	1件
	0件
	0件
	0件
	25件


（イ）府営住宅入居者のうち、他の府営住宅へ住み替えを希望する者に対して、一定の要件を基に次のとおり住み替え申請を受け付けた。
	住宅替受付件数
	内　　　　　　　　訳
	

	
	世帯員
増加・減少
	昇降
困難
	親子
近居
	建替
事業
	借上公営期間満了
	その他
	辞退

	
	14件
	284件
	7件
	7件
	5件
	0件
	61件


【根拠法令等：公営住宅法、同施行令、大阪府営住宅条例、同施行規則】
（２）特定公共賃貸住宅（特別募集）の募集を次のとおり行った。
募集期間　　令和4年 4月　　～　　令和5年3月
	区　分
	応募者数
	対　　象　　住　　宅

	あき家
	63件
	千里佐竹台、千里高野台、茨木東奈良、摂津正雀、

枚方片鉾、大東末広、

寝屋川池田、八尾志紀、富田林錦ヶ丘、河内長野木戸、

岸和田額原、泉大津東助松、泉大津なぎさ、貝塚王子、泉佐野泉ヶ丘


　　　　　　　　　　　【根拠法令等：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、

大阪府営住宅条例、同施行規則】
（３）府営住宅の新築及びあき家等の入居者募集による入居状況は次のとおりであった。
令和４年度　入居あっせん状況
	応募区分
	入居承認の
取扱件数
	入居辞退・
取消件数
	入居件数

	総合
募集
	一般世帯向け
	新築
	2件
	0件
	2件

	
	
	あき家
	621件
	76件
	545件

	
	福祉世帯向け
	新築
	3件
	0件
	3件

	
	
	あき家
	511件
	48件
	463件

	
	新婚・子育て世帯向け
	新築
	3件
	0件
	3件

	
	
	あき家
	539件
	26件
	513件

	
	期限付入居住宅
	新築
	0件
	0件
	0件

	
	
	あき家
	26件
	0件
	26件

	
	親子近居向け
	1件
	0件
	1件

	
	シルバーハウジング
	35件
	4件
	31件

	
	車いす常用者世帯向け
	新築
	2件
	0件
	2件

	
	
	あき家
	51件
	6件
	45件

	
	福祉世帯向け
（単身者向け）
	新築
	0件
	0件
	0件

	
	
	あき家
	614件
	39件
	575件

	
	全応募区分における事故住宅
	142件
	8件
	134件

	随時
募集
	世帯向け
	536件
	38件
	498件

	
	単身者向け
	263件
	22件
	241件

	特定入居（住宅替えを除く）
	9件
	0件
	9件

	優先
入居
	引揚者
	0件
	0件
	0件

	
	特公賃
	1件
	0件
	1件

	
	都市再生機構・公社
	0件
	0件
	0件

	住宅替え
	160件
	4件
	156件

	特定公共賃貸住宅特別募集
	63件
	4件
	59件

	合　　計
	3,582件
	275件
	3,307件


(４)収納促進グループ（経営管理課）
１．収納事務
府営住宅使用料等、住宅の管理に伴う諸収入金について適正な収納事務の執行に努めた。また、入居者に対し、収入申告書の提出を求めるとともに、未申告者については収入調査等を行うことにより、収入の認定及び高額所得者等の認定を行った。
なお、入居者の申請に基づき特に収入が低いと認められる者については、家賃減免の措置をした。
（１）収納
　ア．府営住宅使用料等の収納状況

	項　　　目
	調　定　額　Ａ
	収　納 済 額　Ｂ
	Ｂ／Ａ

	府営住宅
使用料
	家  賃
	28,160,215,275
	円
	26,770,457,812
	円
	95.06
	％

	
	共益費
	841,759,536
	円
	817,982,816
	円
	97.18
	％

	小　　計
	29,001,974,811
	円
	27,588,440,628
	円
	95.13
	％

	特定公共賃貸
住宅使用料
	家  賃
	852,909,486
	円
	814,930,464
	円
	95.55
	％

	
	共益費
	9,577,562
	円
	9,155,818
	円
	95.60
	％

	小　　計
	862,487,048
	円
	824,086,282
	円
	95.55
	％

	合    計
	29,864,461,859
	円
	28,412,526,910
	円
	95.14
	％


イ．府営住宅管理に伴う諸収入の収納状況

	項　　　　　　目
	調　定　額　Ａ
	収 入 済 額　Ｂ
	Ｂ／Ａ

	雑入
	府営住宅損害金
	2,530,004,754
	円
	244,662,166
	円
	9.67
	％

	
	特公賃住宅損害金
	59,968,715
	円
	3,413,074
	円
	5.69
	％

	
	退去時補修費損害賠償金
	59,818,863
	円
	59,818,863
	円
	100.00
	％

	
	府営住宅使用者保証金運用益金
	141,465
	円
	141,465
	円
	100.00
	％

	
	特公賃住宅使用者保証金運用益金
	8,083
	円
	8,083
	円
	100.00
	％

	合     　　計
	2,649,941,880
	円
	308,043,651
	円
	11.62
	％


【根拠法令等：公営住宅法、大阪府営住宅条例、同施行規則】
（２）収入調査
	調　査　対　象
	収入申告未申告者

	調　    査　 　 数
	1,512


           　　　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例】
（３）収入認定
収入認定数
　　　　89,837

収入基準超過認定数　　7,380（うち高額所得者　122）
           　　　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例】
（４）家賃等の減免及び徴収猶予処理状況

	項　　　　目
	申請
	認定
	却下

	減免
	家賃・共益費
	17,377件
	16,391件
	　986件

	
	共　 益　 費
	　　 0件
	　　 0件
	　　0件

	徴　収　猶　予
	　　 0件
	　　 0件
	　　0件

	合　計
	17,377件
	16,391件
	　986件


　　　　うち、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が著しく減少した方に対する家賃等の
減免　13件
根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例・同施行規則、

大阪府営住宅家賃等の減免に関する要綱】

２．滞納対策

　　文書、電話、訪問などによる督促を行い、滞納の解消に努めるとともに、それでも滞納解消に応じない者については、滞納４カ月で契約を解除し、住宅の明渡訴訟、強制執行の手続きを行った。

（１）督促状況

　　　　　督促状送付　　　　　　　68,480件

　　　　　保証人通知送付　　　　　10,933件

保証人請求送付　　　　　   121件
催告及び解除通知　　　　 1,688件

（２）訴訟・和解の状況（不適正入居者を含む）

　　　　　明渡訴訟　　　　　　　　　　116件

和解 　　　　　　　　　　　　34件

（３）強制執行の状況

　　　　　動産差押・明渡予告　　　　　197件

　　　　　住宅明渡し　　　　　　　　　163件

３．高額所得者対策

（１）高額所得者の認定、明渡勧告の実施

　　　　公営住宅入居者のうち、高額所得者に対し認定通知を行った。また、高額所得者に対し明渡期限を示し府営住宅の明渡勧告を行なった。

　　　

　　　　　　認定通知実施件数　　　　　179件

　

（２）明渡請求の実施

　　　　明渡勧告期限を経過した高額所得者に対し、明渡請求を行い、期限を示して契約解除を通知した。

　　　　　　明渡請求件数　　　　　　　　　　　　136件

（以下、明渡請求後の件数）

退去した件数　　　              　　 73件

高額所得者明渡請求を取り消した件数　 39件

明渡期限を延長した件数　　　　　　　  8件

契約解除件数　　          　　　　　 16件

【根拠法令等：公営住宅法、同法施行令、大阪府営住宅条例、同施行規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　高額所得者に対する公営住宅明渡請求措置に関する要綱】
(５)事業調整グループ、事業推進グループ、建替事業グループ（住宅整備課）

〔建替事業〕

　老朽化した府営簡易耐火住宅及び中層耐火住宅を土地の有効かつ高度利用した良好な中高層住宅として建替え、周辺地域も含めた住環境整備を図るため、基本設計、入居者との建替協議をはじめ、さらには、周辺住民・地元市町・関係機関等との協議などの建替事業の推進により府営住宅の建設を行った。
１．建替協議及び事業着手

入居者等との協議により建替えの協議を経て、事業着手した。

	項　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火成23年度

木造
簡易耐火
中層耐火
新規

0
0
0
0
－

2
0
0
2
0

2
0
0
2
0火
	高層耐火
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火

	事業着手団地
	(団地)
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	事業完了団地
	(団地)
	3
	0
	0
	3
	0
	2
	0
	0
	2
	0
	2
	0
	1
	1
	0


※事業着手は、１期の仮移転又は杭工事等の着工
事業完了は、最終期の住棟建設完了時点

２．あいあい住宅の建設

高齢者をはじめ誰もが住みやすいように、浴槽部分の落とし込み、浴室・便所の手すり設置、住戸内部の段差解消等に加え、３カ所給湯方式の採用、洗面所・便所等の面積拡大等を行った「あいあい住宅」を建設した。

	
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	580
	591
	0


【根拠法令等：公営住宅法】
３．車いす常用者世帯向住宅（ＭＡＩハウス）の建設　

　　ＭＡＩハウスについては、入居者の障がいの程度や内容を測定し、ハーフメイド方式により建設した。

	
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	9
	13
	0


【根拠法令等：公営住宅法】
４．公営住宅用途廃止に係る承認申請

公営住宅法に基づき、除却する公営住宅及び共同施設の用途廃止を行った。
	項　　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	建替事業に伴う用途廃止【37条】
	(団地)
	0
	0
	0

	建替事業に伴う用途廃止(変更)【37条】
	(団地)
	2
	0
	0

	用途廃止【44条】
	(団地)
	4
	3
	1


（注）用途廃止【44条】は建替事業に加え、集約事業に伴うものを含む。

５．委託業務

　　建替事業に伴う基本設計等の委託業務を行った。

	項　　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	基本計画
	(団地)
	0
	0
	11

	基　本・実　施　設　計
	(団地)
	8
	3
	7

	測量
	(件)
	3
	5
	11

	地積測量図作成
	（件）
	2
	7
	3

	その他
	（件）
	2
	1
	4


６．空家補修

　　建替事業に伴う、団地内での仮移転の空家補修を行った。

	項　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	空家補修
	(団地)
	4
	0
	0


７．建替に伴う移転

建替事業に伴う移転補償、仮移転先民間借家の借上及び退去時補修、民間借家契約時の不動産斡旋を行った。

（１）移転補償

建替事業等に伴う仮移転、建替完了住宅への入居、他の府営住宅への住宅替え、建替対象住

宅からの退去の移転補償を行った。

	項　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	仮移転
	(団地)
	1
	0
	0

	
	(戸)
	72
	0
	0

	本移転・住宅替
	(団地)
	5
	7
	6

	
	(戸)
	61
	338
	744

	退去
	(団地)
	3
	4
	6

	
	   (戸)
	13
	19
	21


（２）仮住居借上等

建替事業に伴い民間借家への仮移転が必要な入居者について民間借家の借り上げを行った。また、民間借家契約の解除時に必要となる退去時補修費について支払った。

	項　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	民間借家借上
	(月)
	0
	0
	0

	民間借家退去時補修
	　 (戸)
	0
	0
	0


（３）不動産斡旋

民間借家の借上を不動産斡旋業者により行った。

	項　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	民間借家斡旋
	(戸)
	0
	0
	0


【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅建替えに関する要綱、宅地建物取引業法】
８．埋蔵文化財の調査

　　建替事業に伴い、府教育委員会並びに市町教育委員会等に埋蔵文化財の調査を依頼した。

	項　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	文化財調査
	(団地)
	3
	2
	1


【根拠法令等：文化財保護法】
９．負担金協定等による負担

　　建替事業に伴い、設備施設等に関する工事負担金等を支出した。

	項　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	水道工事
	(団地)
	2
	0
	2

	水道口径別加入金
	(団地)
	0
	1
	0

	ガス工事
	(団地)
	2
	0
	4

	その他工事
	(団地)
	6
	12
	11


【根拠法令等：各市水道事業給水条例、ガス事業法】
10．建替えに伴うリース風呂補償

建替事業に伴い、リース風呂を撤去する場合にリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	項　　　　　目
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	5
	3
	1


11．新築公募に係る関係資料の作成に関すること。

　　総合募集：4月・6月・8月・10月・12月・2月

【根拠法令等：公営住宅法】

12.民活手法による府営住宅建替事業の推進に関すること
　府営豊中新千里北住宅（第２期）について、民活事業者が解体撤去工事業務を実施し、これに対するモニタリングを行った。
○府営豊中新千里北住宅（第2期）の事業概要（令和３年度契約）
	土地の所在
	府営住宅
	活用地
	民活事業者

	豊中市新千里北町

２丁目、３丁目
	府営住宅208戸、付帯施設対価　3,852,700 千円

入居者移転の支援を含む
	分譲集合住宅　577戸

分譲戸建住宅　 29戸

福祉施設　　　　1棟

対価11,797,400 千円

(約33,631㎡)
	東レ建設グループ


【根拠法令等：公営住宅法、ＰＦＩ法等】

〔集約事業〕

１．集約に伴う移転
（１）移転補償

大阪府営住宅ストック総合活用計画に基づき、耐震改修の施工性等により耐震化を図ることが困難な住棟や、入居者を募集しても応募倍率が1倍未満となるような需要が低い団地について、入居者への適切な対応を図り集約を進めている。

　　　（単位：戸）

	団地名
	着手年度
	集約
管理戸数
	着手時
入居戸数
	令和3年度末
対象戸数
	令和4年度末
対象戸数
	令和4年度
移転戸数

	原山台３丁
	H25
	294
	210
	13
	12
	1

	原山台４丁
	H25
	85
	55
	0
	0
	0

	高倉台センター
	H26
	209
	160
	0
	0
	0

	高倉台第３
	H26
	104
	91
	1
	1
	0

	晴美台第４
	H27
	324
	228
	4
	4
	0

	槇塚台第１
	H27
	320
	225
	14
	10
	5

	貝塚三ツ松
	H28
	582
	331
	56
	41
	15

	泉佐野見出
	H29
	40
	27
	12
	7
	5

	貴望ケ丘
	H29
	70
	48
	20
	18
	1

	東鳥取石田
	H29
	330
	212
	82
	73
	10

	清滝
	H30
	130
	92
	19
	11
	7

	原山台３丁（後期）
	H30
	90
	60
	15
	8
	6

	原山台５丁
	H30
	170
	119
	44
	29
	14

	御池台２丁
	R1
	90
	44
	22
	16
	6

	赤坂台３丁
	R1
	250
	154
	86
	60
	25

	箕面
	R3
	272
	134
	94
	34
	58

	高倉台第４
	R4
	60
	18
	0
	18
	0

	計
	－
	3,420
	2,208
	482
	342
	153


　【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅の耐震性の低い住宅等の用途廃止に関する要綱】
(注)・着手年度は、住民説明会を実施した年度を記載。
・対象戸数は移転補償対象となる戸数であり、移転補償対象外（契約解除、地位承継不可、単身死亡等）を含まないため、入居者の状況により変動する。
・移転戸数は、移転補償対象外の退去戸数は含まない。

２．集約に伴うリース風呂補償

集約事業に伴い、集約される住戸および移転先住戸として確保している住戸にリース風呂が設置されている場合、その住戸が空家である期間についてリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	0
	9
	27


〔耐震改修事業（中層住宅）〕
大阪府営住宅ストック総合活用計画に基づき、耐震性の低い中層住宅について、耐震改修計画策定業務を委託し、耐震診断の実施及び耐震改修補強計画を策定し、入居者への説明及び協議を行うなど、耐震改修を進めている。
１．委託業務

耐震診断の実施や耐震改修計画の策定

	
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	耐震診断実施・耐震改修計画策定
	（団地）
	0
	0
	0


２．耐震改修工事

耐震性の低い中層住宅について、入居者への説明及び協議を経て、耐震改修工事を行った。

	
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	耐　震　改　修　工　事
	（団地）
	2
	0
	0

	
	（戸）
	545
	0
	0


３．耐震改修に伴うリース風呂補償
耐震改修事業に伴い、用途廃止される住戸にリース風呂が設置されている場合にリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	
	令和2年度
	令和3年度
	令和4年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	1
	0
	0


〔用地管理事業〕

　建替事業に伴い、土地境界確定事務を行い、用地活用等による手続きを行った。
１．建替事業に係る用地活用等による処分状況等

　　　府営住宅用地を、道路敷として吹田市に、水路敷として枚方市に無償譲渡を行った。

　　（土地）

	住宅名
	所在地
	公簿面積
	譲渡年月日
	譲渡先

	吹田高野台
	吹田市高野台１丁目１番65
	3,627㎡
	６月３日
	吹田市

	牧野北
	枚方市牧野北町137番５
	357㎡
	６月17日
	枚方市

	牧野北
	枚方市牧野北町154番54
	70㎡
	６月17日
	枚方市

	牧野北
	枚方市牧野北町154番55
	6.84㎡
	６月17日
	枚方市


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】
２．その他

　　　隣接地権者との境界協議、地図訂正、地積更正、分筆登記等を行った。
【根拠法令等：大阪府公有財産規則等】
(６)住宅改善グループ（施設保全課）
大阪府営住宅ストック総合活用計画（令和3年12月改定）に基づき、今後、増加が予想される高齢者をはじめ、障がい者、子育て層など、誰もが安心して暮らせるため、中層エレベーター設置事業などバリアフリー化事業を推進した。

１．中層エレベーター設置事業の推進

既存の中層住宅では、エレベーターのないものが多数を占め、高齢者等には日々の階段の昇降は大きな負担となることからエレベーター設置を一層進めていくこととしている。令和4年度は6団地について新たに工事着手するとともに、1団地の基本設計業務の委託等を行った。

（１）事業実施状況

工事着手住宅

	住宅名
	設置基数
	事業年度
	備　考

	門真下馬伏住宅
	17
	R4  ～  R5
	令和5年12月竣工予定

	枚方津田第２
	12
	R4  ～  R5
	令和5年10月竣工予定

	門真三ツ島
	18
	R4  ～  R5
	令和6年1月竣工予定

	門真北岸和田
	15
	R4  ～  R5
	令和5年11月竣工予定

	門真北島
	10
	R4  ～  R5
	令和6年1月竣工予定

	大東朋来住宅（１期2次）
	21
	R4  ～  R5
	令和5年10月竣工予定

	合　計
	93
	
	


継続工事住宅

	住宅名
	設置基数
	事業年度
	備　考

	寝屋川秦住宅（３期）
	13
	R3  ～  R4
	令和4年11月竣工

	東鴻池住宅
	17
	R3  ～  R4
	令和4年11月竣工

	御池台２丁住宅
	8
	R3  ～  R4
	令和5年2月竣工

	北山本住宅
	12
	R3  ～  R4
	令和5年3月竣工

	東鳥取石田住宅（２期）
	27
	R3  ～  R4
	令和5年3月竣工

	大東朋来住宅（１期１次）
	8
	R3  ～  R4
	令和5年3月竣工

	貝塚三ツ松住宅（２期）
	19
	R3  ～  R4
	令和5年2月竣工

	貴望ヶ丘住宅（２期）
	7
	R3  ～  R4
	令和5年3月竣工

	高倉台第４住宅（２期）
	1
	R3  ～  R4
	令和5年3月竣工

	合　計
	112
	
	


（２）関係機関との協議

自治会等からの工事に関する苦情や住替え方法等の相談への対応など、必要に応じ各種の協議を行った。

（３）基本設計業務の委託

現地調査等による法的・物理的な観点からの中層エレベーターの設置個所検討、設置計画図の作成などを行う基本設計業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額

（税込み）
	委託期間
	契約方法

	大阪府営泉大津式内住宅中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	泉大津式内住宅
	1,985,500円
	R4.9.27～  R5.2.28
	一般競争

入札


（４）測量業務の委託

事業に伴い必要となる測量業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額

（税込み）
	委託期間
	契約方法

	案件なし
	
	
	
	


（５）耐震診断業務の委託

事業に伴い必要となる耐震診断業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額

（税込み）
	委託期間
	契約方法

	案件なし
	
	
	
	


（６）その他調査業務の委託

事業に伴い必要となる住棟改修方法の検討業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額

（税込み）
	委託期間
	契約方法

	大阪府営貴望ヶ丘住宅既存住棟改修方法検討業務
	貴望ケ丘住宅
	2,415,600円
	R4.4.18～  R4.6.30
	一般競争

入札


（７）負担金協定の締結等

エレベーター棟設置工事に伴う設備等の工事負担金等に係る協議を関係機関と行い、協定を締結するなどして適正に工事負担金等を支出した。

	工事負担金種別
	対象住宅
	支出先
	支出金額

(税込み)

	ガス管移設工事
	寝屋川仁和寺住宅
	大阪ガスネットワーク(株)
	9,177,000円

	ガス管移設工事
	寝屋川点野住宅
	
	12,697,000円

	ガス管移設工事
	泉大津式内住宅
	
	11,600,000円

	電気設備移設工事
	寝屋川仁和寺住宅
	関西電力送配電（株）
	2,737,353円

	電気設備移設工事
	泉大津式内住宅
	
	541,351円

	電気設備移設工事
	東鳥取石田住宅
	
	22,238円

	電気設備移設工事
	堺高松住宅
	
	385,984円


２．バリアフリー化事業の推進

既設の府営住宅において、住戸内や屋外のバリアフリー化を進めるため、住戸内バリアフリー化事業等を委託し、その業務の適正な執行に努めた。

（委託金額については、従来どおり施設管理Ｇにおける【施設の維持管理状況】のバリアフリー化事業費で行ったものと、指定管理業務とは別に指定管理者への随意契約によるバリアフリー化事業で行ったものがある。）

また、委託事業執行の適正化を図るため、委託業者に対し、随時、調査及び指導を行うとともに、必要に応じ、関係機関との協議や地元調整を行った。

今年度より、集約建替等の着手時期を考慮した上で、指定管理業務とは別のスキームにより主に空住戸における改修工事を実施。

（1） 住戸内バリアフリー化事業（事業着手326戸：決算額　417,615,882円）

住戸内の床段差解消、手すりの設置等の設計・工事を実施した。

３．耐震改修事業の推進
耐震改修は、旧耐震基準（昭和55年以前）により建設された耐震性の低い住宅を対象に、入居者の負担を軽減する観点から、住みながら実施することを基本に事業を推進してきた。（令和４年度事業完了）

（１）関係機関との協議

耐震改修工事等の実施に向け、建築基準法の諸手続き等について地権者や関係自治体と各種協議を行った。

（２）負担金協定の締結等

耐震改修工事に伴う設備等の工事負担金等に係る協議を関係機関と行い、協定を締結するなど適正に工事負担金等を支出した。

	工事負担金種別
	対象住宅
	支出先
	支出金額

(税込み)

	電気通信線路設備移設工事
	桃山台３丁住宅
	西日本電信電話(株)
	184,427円


４．府営住宅集会所のバリアフリー化対策

既存集会所内のバリアフリー化を進めるため、バリアフリー化事業を委託し、その業務の適正な執行に努めた。

（委託金額は施設管理Ｇにおける【施設の維持管理状況】の維持補修費「計画修繕」に含まれる。）

（１）バリアフリー化事業（17団地21施設：決算額 16,308,473円）

床段差解消、手すりの設置、便器の洋式化等のバリアフリー化対応の工事を実施した。

(７)施設管理グループ（施設保全課）
１．府営住宅の維持保全等

府営住宅及び住宅環境の良好な維持・保全を図るため、維持補修等の業務を㈱東急コミュニティー・日本管財㈱及び近鉄住宅管理㈱などに委託し、その業務の適切な執行に努めた。

また、委託事業執行の適正化を図るため、大阪府住宅供給公社及び指定管理者に対し、随時、調査及び指導を行った。

委　託　料　計　　6,610,347,796円

【施設の維持管理状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	
	北摂①地区

(㈱東急

コミュニティー)
	枚方地区

（近鉄

住宅管理㈱）
	村野住宅

(日本管財㈱) 
	大東朋来住宅

(日本管財㈱) 
	守口･寝屋川･

門真地区

(日本管財㈱)

	(1) 維持補修費
	832,165,602   

(管理運営業務

委託料)
	540,653,122

(管理運営業務委託料)
	56,035,468   

(管理運営業務委託料)
	87,793,709   

(管理運営業務委託料)
	636,955,383   

(管理運営業務委託料)

	
	一般修繕
	
	
	
	
	

	
	計画修繕※1
	
	
	
	
	

	(2)維持管理費
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽

維持管理
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽

余剰汚泥搬出
	
	
	
	
	

	
	浄化槽法定検査
	
	
	
	
	

	
	受水槽・

給水塔清掃等
	
	
	
	
	

	
	専用水道水質検査
	
	
	
	
	

	
	給水設備保守点検
	
	
	
	
	

	
	消防設備点検
	
	
	
	
	

	
	ゴミドラム保守点検
	
	
	
	
	

	
	昇降機保守点検
	
	
	
	
	

	
	附帯施設維持管理
	
	
	
	
	

	
	発電機保守点検
	
	
	
	
	

	
	自家用電気工作物

保守点検
	
	
	
	
	

	
	電波障害対策施設

保守点検
	
	
	
	
	

	
	環境共生システム

保守点検
	
	
	
	
	

	
	緊急時連絡業務
	
	
	
	
	

	
	行政財産使用料支払
	
	
	
	
	

	
	公共下水道

受益者負担金
	
	
	
	
	

	
	光熱水費支払業務
	
	
	
	
	

	
	緑地保全業務
	
	
	
	
	

	
	定期点検
	
	
	
	
	

	(3)バリアフリー化

事業費
	
	
	
	
	

	(4)空家補修等事業費


	
	
	
	
	

	(5)駐車場維持管理

事業費
	
	
	
	
	

	(6)被災者用

救済措置修繕
	
	
	
	
	


　　※1：計画修繕については、管理代行で大阪府住宅供給公社に委託。

【施設の維持管理状況】
	
	北摂②地区

(㈱東急

コミュニティー)
	東大阪地区

(近鉄

住宅管理㈱)
	大阪市・中、南河内地区

(日本管財㈱)
	堺市①、泉州北部地区

 (㈱東急

コミュニティー)
	堺市②地区

(㈱東急

コミュニティー)
	泉州南部地区

(㈱東急

コミュニティー)

	(1)維持補修費
	646,655,875   

(管理運営業務委託料)
	522,976,576   

(管理運営業務委託料)
	801,473,709   

(管理運営業務委託料)
	827,824,792   

(管理運営業務委託料)
	715,971,707 

(管理運営業務委託料)
	941,841,853   

(管理運営業務委託料)

	
	一般修繕
	
	
	
	
	
	

	
	計画修繕※1
	
	
	
	
	
	

	(2)維持管理費
	
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽

維持管理
	
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽

余剰汚泥搬出
	
	
	
	
	
	

	
	浄化槽法定検査
	
	
	
	
	
	

	
	受水槽・

給水塔清掃等
	
	
	
	
	
	

	
	専用水道水質検査
	
	
	
	
	
	

	
	給水設備保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	消防設備点検
	
	
	
	
	
	

	
	ゴミドラム保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	昇降機保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	附帯施設維持管理
	
	
	
	
	
	

	
	発電機保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	自家用電気工作物

保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	電波障害対策施設

保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	環境共生システム

保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	緊急時連絡業務
	
	
	
	
	
	

	
	行政財産使用料支払
	
	
	
	
	
	

	
	公共下水道

受益者負担金
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費支払業務
	
	
	
	
	
	

	
	緑地保全業務
	
	
	
	
	
	

	
	定期点検
	
	
	
	
	
	

	(3) バリアフリー化

事業費
	
	
	
	
	
	

	(4)空家補修等事業費
	
	
	
	
	
	

	(5)駐車場維持管理費
	
	
	
	
	
	

	(6)被災者用

救済措置修繕
	
	
	
	
	
	


　　※1：住宅の計画修繕については、管理代行で大阪府住宅供給公社に委託。

（１）維持補修費

ア．一般修繕

事務処理の方針、基準等に基づき実施した。

（根拠法令等　　公営住宅法）

　　　イ．計画修繕

建設年度、補修対象経費、緊急性を勘案し策定した実施計画書に基づき実施した。

	主   要   項   目
	数 量
	金　額

	外装吹替
	3,120戸
	2,873,059,242円

	屋上防水層改修
	627戸
	127,516,958円

	昇降機地震時等対応改修
	37基
	1,262,430,730円

	戸開走行保護装置
	3基
	129,470,000円

	給湯器取替
	2,363戸
	414,645,000円

	加圧給水設備改修
	4団地
	262,803,200円

	既存集会所整備
	17箇所 
	16,308,473円

	屋内電気設備改修
	234戸
	43,659,000円

	ＬＥＤ照明改修
	5,521戸
	278,467,200円

	量水器取替
	10,480戸
	397,317,800円

	その他の計画修繕
	―　
	961,047,292円

	計
	―　
	6,766,724,895円


【根拠法令等：公営住宅法、特別措置法（社会資本整備総合交付金等）】

（２）維持管理費

　　　　府営住宅の浄化槽、受水槽、昇降機等の共用施設の保守管理業務を実施した。

【根拠法令等：公営住宅法 、水道法 、水質汚濁防止法 、消防法 、建築基準法】

（３）府営住宅駐車場管理事業

府営住宅の駐車場の適正な管理を実施した。

　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅条例、同施行規則、

大阪府営住宅駐車場の整備及び管理に関する要綱】

　　　　　　　　　　  

駐車場管理区画数及び使用料（令和４年度）

	指定管理者
	団地数
	管理区画
	駐車場使用料

	(株)東急コミュニティー他2社
	300団地
	70,210区画
	3,173,587,129円


（４）府営住宅駐車場の空き区画利用事業（一般開放）

府営住宅駐車場の空き区画を暫定利用するため、入居者以外の者に駐車場を利用させる目的で、サニカ（株）他40に行政財産の使用許可及び貸付を行った。

　　　　　　　　【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】

コインパーキング設置区画及び使用料（令和４年度）

	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	サニカ㈱

 他1
	234団地
	3,034区画
	486,940,960円


カーシェアリング設置区画及び使用料（令和４年度）

	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	タイムズモビリティ㈱他1
	26団地
	60区画
	6,527,070円


予約駐車場サービス実施区画及び使用料（令和４年度）

	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	アパルトマンホールディングス㈱他1
	58団地
	352区画
	4,797,440円


暫定利用区画数及び使用料等（令和４年度）

	貸付者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料及び貸付料

	豊中市立

北丘小学校他33
	43団地
	428区画
	27,427,090円


２．火災共済及び汚水処理施設の費用徴収事務

　　府営住宅の火災共済を公益社団法人全国公営住宅火災共済機構に加入し、分担金の支出及び共済金等請求事務を行った。

（１）火災共済

府営住宅の火災による損害等に対する救済を図るため、公益社団法人全国公営住宅火災共済機構に加入し、加入及び共済金等請求事務を行った。

　　　

ア．火災共済加入処理状況

　　　　公営住宅

	加入年月日
	共済掛け金
	共済責任額
	加入戸数

	令和4年4月１日
	2,705,070円
	24,591,578千円
	1,208戸


（２）汚水処理施設の費用徴収

府営住宅の入居者以外の者が府の特殊浄化（汚水処理）施設に放流した時にそれに係る弁償額を当該市町村の下水道料金等に準じて費用を徴収している。

	住　　宅　　名
	調　　定　　額

	佐野泉陽ケ丘住宅
	199,138円


(８)資産活用グループ（施設保全課）

用地管理事業

府営住宅敷地及び分譲住宅残地等の適正な管理に努めるとともに、敷地使用及び建物に関する適正な指導、許可等の事務等を行った。
１．府営住宅敷地等管理
　(１)敷地使用許可等状況
(単位：件)　　
	区　分
	繰　越
	受　理
	処　理
	未処理
	返れい

	電力柱等設置
	0
	新・変：382
	382
	0
	0

	
	
	継：  　0
	
	
	

	電話柱等設置
	0
	新･変： 378
	379
	0
	0

	
	
	継：   　1　　  
	
	
	

	ガス管等設置
	0
	新･変： 85
	440
	0
	0

	
	
	継：　  355
	
	
	

	公共上下水道管等設置
	0
	新･変：　28
	68
	0
	0

	
	
	継：  　40
	
	
	

	電気通信設備等設置
	0
	新･変： 696
	720
	0
	0

	
	
	継：　　24
	
	
	

	自動販売機設置
	0
	新：　   15
	129
	0
	0

	
	
	継：　 114
	
	
	

	その他
	0
	新･変：223
	364
	0
	0

	
	
	継：    141
	
	
	

	工事施行承諾
	0
	新：　  368
	368
	0
	0

	
	
	継：  　　0
	
	
	

	住宅内通路通行承諾
	0
	新：　   3
	3
	0
	0

	
	
	継：  　　0
	
	
	

	計
	0
	新･変：1807
	2,482
	0
	0

	
	
	継：   675
	
	
	


【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】
(２)土地境界確定協議書等処理状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位：件)
	区　分
	繰　越
	受　理
	処　理
	未処理
	返れい

	府が申請書を受理
	0
	33
	33
	0
	0

	府が申請書を提出
	0
	0
	0
	0
	0

	対側・隣接地等承諾
	0
	11
	11
	0
	0

	原本証明
	0
	6
	5
	0
	1

	計
	0
	50
	49
	0
	1


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】　　
２．団地施設使用料等
　　府営住宅敷地の使用許可及び貸付けに係る使用料・賃付料を徴収した。
(１)使用料
	年度
	項　　目
	調　定　額(円)
	収入済額(円)

	令和4年度
	団地内施設使用料
	124,096,000
	（1568）
	124,092,700
	（1564）

	令和3年度
	団地内施設使用料
	117,628,670
	（1541）
	117,626,110
	（1537）

	令和2年度
	団地内施設使用料
	121,142,310
	（1533）
	121,141,670
	（1533）


(    )内は、調定件数(単位：件)
　【根拠法令等：地方自治法、行政財産使用料条例、大阪府公有財産規則】　　
(２)貸付料
	年度
	項　　目
	調　定　額(円)
	収入済額(円)

	令和4年度
	不動産貸付料収入
	77,859,210
	(37)
	77,859,210
	(37)

	令和3年度
	不動産貸付料収入
	87,391,710
	(32)
	87,391,710
	(32)

	令和2年度
	不動産貸付料収入
	115,621,900
	(18)
	115,621,900
	(18)


(    )内は、調定件数(単位：件)　　　　

　　【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】　　
３．管理センター区域別取扱い状況
	区分
区域
	電力柱等
設　　置
	電話柱等
設　　置
	ガス管等
設　　置
	公共上下水
道管等設置
	電気通信
設備等設置
	自動販売機
設　　　置

	
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理

	千里
	42
	42
	26
	26
	38
	38
	1
	1
	101
	101
	7
	7

	高槻
	31
	31
	32
	32
	31
	31
	10
	10
	87
	87
	9
	9

	藤井寺
	77
	77
	71
	71
	51
	51
	15
	15
	173
	173
	19
	19

	堺東
	57
	57
	39
	39
	77
	77
	3
	3
	97
	97
	22
	22

	泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ
	31
	31
	42
	42
	43
	43
	1
	1
	75
	75
	11
	11

	泉佐野
	53
	53
	50
	50
	81
	81
	9
	9
	62
	62
	27
	27

	大東朋来
	3
	3
	3
	3
	2
	2
	1
	1
	5
	5
	0
	0

	寝屋川
	36
	36
	52
	52
	73
	73
	11
	11
	58
	58
	14
	14

	布施
	12
	12
	10
	10
	3
	3
	1
	1
	19
	19
	6
	6

	枚方
	38
	38
	52
	52
	40
	40
	16
	16
	39
	39
	13
	13

	村野
	2
	2
	2
	2
	1
	1
	0
	0
	4
	4
	1
	1

	計
	175
	175
	211
	211
	243
	243
	39
	39
	262
	262
	129
	129


	区分
区域
	その他
	工事施行
承　　諾
	住宅内通路
通行承諾
	計

	
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理

	千里
	32
	32
	49
	49
	0
	0
	247
	247

	高槻
	36
	36
	39
	39
	1
	1
	236
	236

	藤井寺
	63
	63
	79
	79
	0
	0
	469
	469

	堺東
	65
	65
	49
	49
	1
	1
	360
	360

	泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ
	31
	31
	63
	63
	0
	0
	234
	234

	泉佐野
	54
	54
	24
	24
	0
	0
	336
	336

	大東朋来
	3
	3
	0
	0
	0
	0
	17
	17

	寝屋川
	33
	33
	26
	26
	1
	1
	277
	277

	布施
	13
	13
	15
	15
	0
	0
	64
	64

	枚方
	29
	29
	22
	22
	0
	0
	227
	227

	村野
	5
	5
	2
	2
	0
	0
	15
	15

	計
	168
	168
	368
	368
	3
	3
	2,482
	2,482


用地活用推進事業
府営住宅のうちから活用可能財産を掘り起こし、積極的に有効活用（売却・貸付等）を行った。
１　用地の処分等
(１) 府営住宅建替事業により創出した用地を条件付一般競争入札により民間事業者に処分した。

	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	該当なし
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法等】
(２)府営住宅建替事業により創出した用地を随意契約で処分した。

	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	東大阪中鴻池
	中鴻池町三丁目610番4
	928.07
	124,639,801
	令和4年8月1日
	東部流域下水道事務

	東大阪中鴻池
	中鴻池町三丁目610番4
	188.47
	25,311,521
	令和4年7月13日
	国土交通省

	三原台
	堺市南区三原台一丁3番10
	32791.86
	443,000,000
	令和4年8月29日
	学校法人近畿大学

	岸和田大町
	岸和田市池尻町339番10、339番11
	2464.49
	146,200,000
	令和4年10月4日
	社会福祉法人阪南福祉事業会

	東大阪春宮
	東大阪市荒本北三丁目155番3
	3854.15
	661,000,000
	令和4年10月25日
	東大阪市

	東大阪春宮
	東大阪市荒本北二丁目33番5
	4207.12
	1,144,340,000
	令和5年2月20日
	東大阪市

	吹田佐竹台
	吹田市佐竹台五丁目115番11
	3030.58
	  218,000,000
	令和5年3月28日
	社会福祉法人豊中ファミリー


【根拠法令：公営住宅法等】　

(４)府営住宅の低未利用地等を随意契約で処分した。

	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	該当なし
	
	
	
	
	


【根拠法令：公営住宅法等】　
２．用地の貸付
府営住宅用地の貸付に係る賃付料を徴収した。
	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	年間貸付料(円)
	備　　考

	東大阪春宮
	東大阪市荒本北
33番1の一部
	22,348.86
	120,861,568
	不動産貸付収入(定期借地)

	枚方船橋
	枚方市南船橋一丁目1482番3外3筆の一部
	902.19
	5,050,600
	不動産貸付収入(定期借地)

	高倉台第1
	堺市南区高倉台一丁3番2の一部
	1,050.98
	18,357,800
	不動産貸付収入(定期借地)

	八尾緑ヶ丘
	八尾市緑ケ丘一丁目117番9
	443.79
	2,564,649
	不動産貸付収入(定期借地)

	金岡東第一
	堺市北区新金岡町二丁2番3
	1,675.92
	6,609,400
	不動産貸付収入(定期借地)


【根拠法令等：地方自治法等】　
３．不動産鑑定評価
用地処分等のために、土地不動産鑑定評価を行った。

	内　　　　容
	件　　　　数
	契約金額計（円）

	土地不動産鑑定評価
	13件
	2,035,000


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】
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